





























































































































































































































































































































































































































































計 500 100（％） 407 100（％）
小　・　中　学　校 48 9．6 82 20．1
高　校　・　旧　中 168 33．6 190 46．7
学歴 短　大　・　高　専 96 19．2 18 4．4
大学　・大学院 155 31．0 96 23．6
在　　　学　　　者 0 0．0 0 0．0
未　　就　　学　　老 0 0．0 0 0．0
総　　　　　　数 432 100（％） 372 100（％）
専門・技術職業 63 14．6 29 7．8
管　理　的　職　業 1 0．2 31 8．3
事　務　従　事　者 49 11．3 64 17．2
販　売　従　事　老 101 23．4 66 17．7
職業 サービス職業 20 4．6 14 3．8
保安職業従事者 4 0．9 7 1．9
農林漁業作業者 0 0．0 0 0．0
運輸・通信従事老 30 6．9 27 73
生産工程労務作業者 146 33．8 132 35．5
分類不能の職業 18 4．2 0 0．0
（国勢調査調査区別集計より作成）
模住宅団地住民の特徴として大企業の管理職が多くを占めているのに対して，関沢地区では，両グ
ループにともに1割に達していないことも特徴である。
　以上のように関沢地区とその住民の特徴として，1965－75年に人口が急増し，急増時に入居した
世代が今なお多く居住していると考えられるが，若い世代の流入がみられることと，学歴と職業は
大規模住宅団地と比較すると低学歴で現業職が多いことが指摘できる。
4．関沢地区における土地利用の変化とミニ開発地域形成要因
　富士見市関沢地区はDIDの変遷ならびに人口の推移から1965－75年にかけて市街地化したこと
が判明した。本章では，1964年，69年，74年，79年，84年，95年，2006年の空中写真と1974年，
79年，84年，95年，2006年の住宅地図を補助的に利用して，関沢地区の市街化の過程を詳細に把
握するとともに，関沢地区の住宅開発に影響を与えた要因を考察する。なお，ここでは1964－69年，
1969－74年，1974年以降と3区分にした。1964－69年と1969－74年とを分けたのは，全国的な地価
の値上がりと住宅需要急激な増大が1970年前後だったこと，および1968年に都市計画法が改正さ
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れたためである。また1969－74年とそれ以後を分けたのは，1975年以降は関沢地区の人口がそれほ
ど増加せず，都市化がほぼ終焉したと考えられるからである。
　（1）開発初期（1969年以前）
　1964年の関沢地区は農業を中心とした純農村地域であった（図8）。富士見市（8）全体をみてもま
とまった住宅地としては，1957年に入居が始まった公団鶴瀬第一団地とその隣に東武鉄道が手掛
けた富士見団地（建売住宅38戸），1962年に入居が始まった公団鶴瀬第二団地があるのみであっ
た。富土見団地は富士見市では初の民間住宅団地で，当時としては高額で優良な住宅団地であった
という（富士見市教育委員会，1994）。
　ところが高度経済成長と大都市の人口膨張により，住宅は堰を切ったように安価な場所を求めて
周辺農村地帯へと広がり，それは比較的交通の便の良い関沢地区にも及んだ。図8では1964－69年
のようにそれぞれの年の間に建設された建築物は黒で示されている。ここでは農地の一角に一本な
いしは数本の入り込み道路が侵入して同形の狭小住宅が間隔なく数棟並んで建設され，典型的な郊
外ミニ開発地域の様相を呈しはじめた。下の新聞記事は1969年ごろの関沢地区と推測できる地域
の状況を伝えているものである。
安い建売は「仮の宿」？／幅4メートルの道路の両側に二階建ての家が並んだ様子は，ちょう
どむね割長屋のよう。申し訳ほどのかき根はあるが，玄関の戸も部屋の窓も，道路に直接面し
ている。建ぺい率七〇％，家を建てられるのは敷地七割までのはずだが，軒下にちょっぴり狭
い庭があるだけで，実際に見た感じでは敷地いっぱいに建っているのと同じ。一階も二階も四
畳半一間ずつ，炊事するだけの台所に風呂場という間取り。「二階に荷物を置いたら，その重
みで下の戸障子が全部動かなくなり，けずらねばならなかった」と嘆くのはKさん夫婦。ご
主人は東京駅近くの会社に勤めるサラリーマソ。四年前に結婚して二歳の子供が一人。東京北
区の東十条で六畳ひと問を借りていたが，狭くてどうしようもなくなり，去年の夏越してき
た。十数回の落選を重ねた公団住宅をあきらめてのこと。土地代も含めて二百万円前後の返済
は苦しい。住んでみての悩みは多い。まず建てつけの悪さ。風が吹いたら二階の雨戸がはずれ
て落ちてしまったり，から紙が，すっかりそりかえってしまったり。ふろもひびがはいって満
足に使えない。建設会社に修理を頼んでいるが，半年たってもらちがあかない。隣家と窓が向
かいあっているのも気詰まり。もともと山林か荒地だったところ。公共施設はゼロ。そこへ四
百軒近くの家が建ったのだから，たまらない。道路は敷地を提供しあった私道。雨が続くとど
ろんこのぬかるみになる。（朝日新聞1969／4／16朝刊）
（8）富土見市は1956年の3村（鶴瀬村・南畑村・水谷村）合併によって富士見村となり，1964年に町制，1972
　年に市制を施行するが，以下文中では富士見市とする。
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1974－1979年
1羅藷楽
1984－1995年
謄楽
　　　　　　　　　　　　図8　関沢地区における年代別土地利用と新規建造物
資料：国土地理院撮影空中写真（1964，69，74，79，84，95，2006年），ゼンリン住宅地図（富士見市1974，79，
84，95，2006年）
注：既存建造物とは，基準年以前からあった建築物で，新規建造物とは，それぞれの年の間に建設された建築
　　物のことをいう。
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　1964－69年までの関沢地区の宅地開発の特微は，第一に駅周辺ではなく駅から遠く離れた地区の
宅地化が目立つことである。図8の実線は町丁界であるが，図中央の関沢2丁目と3丁目の境界
部分に川が流れていて小さな谷になっている。このような窪地は増水時に冠水の恐れがあり農地と
しては適さないため，先行的に宅地に転用されたと考えられる。図からも特に中央西側の沢沿いに
比較的まとまった住宅団地が形成されていることがわかる。
　第二の特徴として，農地転用の難しさがある。上の記事に「もともと山林か荒地だったところ」
とあるように，この時期の宅地開発は農地法の制約を受けない林地や荒地などが多い。当時，農地
転用には農業委員会の許可を必要とし，また農業の振興が積極的に進められていたために，農地の
宅地転用は容易ではなかった。そのためこの時期に関しては農地以外の土地を中心に宅地化が進め
られたと考えられる。
　第三に富士見市の宅地開発戦略も関沢地区の宅地開発に間接的に影響したと考えられる。1960
年代はじめごろから埼玉県の東京近接市町村では工場誘致のための条例を次々と制定させたが，富
士見市は財政基盤が弱く工業用水の確保が困難であった。そのため工業団地のかわりに住宅団地
（鶴瀬団地）の建設を受け入れたという（富士見市教育委員会，1994）。つまり，富士見市は工場
のかわりに公団住宅の誘致をめさし，公団住宅を建設した。その結果，人口の増加に対応した商店
街や公共施設が形成され利便性が増したことで，隣接する関沢地区でミニ開発が活発化したと考え
られる。
　（2）　ミニ開発最盛期（1969－74年）
　1969－74年にかけては，1964－69年を凌駕するほど宅地化が進行した。特にこの時期の開発の特
徴として，従前の土地利用に関係なく広範囲にわたって宅地化が進行していた点があげられる。こ
こでは，関沢地区の1969－74年までの宅地開発ラッシュの背景を，マクロな視点とミクロな視点の
双方からみていきたい。
　1960年代後半から1970年前半まで全国では毎年100万戸前後，ピークの1973年には110．5万戸の
戸建住宅が建設された（三宅，1988）。この宅地開発ブームは，第一に1971年以降の大幅な金融緩
和，第二に1972年の田中角栄の「日本列島改造論」に刺激された土地への投資と開発ブーム，第
三に1947－49年にかけて生まれた第一次ベビーブーム世代が婚姻適齢期に入り，宅地需要が大幅に
高まったことによって，住宅地の地価が急上昇したこと（中林，1990）が背景にある。その1970
年前後の宅地開発の過熱に「油」を注ぐ結果となったのが1968年制定，1969年施行の改正都市計
画法⑨である。この法律は，市町村が独自に都市計画区域を設定した上でそれを市街化区域と市街
（9）1960年代，人口の増加と地価上昇は大都市に深刻な住宅難と住環境の悪化を招き，その周辺に無秩序な乱開
　発を引き起こしていた。政府は1919年に市街地建築物法とともに成立した旧都市計画法が時代にそぐわず，
　今後の都市とその周辺の土地利用を計画的に行うためにも早急な改正が必要だとし，1968年に新都市計画法
　を制定させた。
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化調整区域に線引きし，1，000m2以上の開発行為には知事などの許可を必要と定めたため，スプ
ロール的な乱開発を阻止する役割をもっていた。その結果，線引きが行われると原則として市街化
調整区域での宅地開発が不可能となるため，線引き前の駆け込み的な宅地開発が横行した。新聞記
事では線引き前の開発ラッシュを次のように伝えている。
このところ農地の宅地転用もウナギのぼりだ。都農地課の集計では，一月には約千二百件だっ
た申請が，六月には千六百件，七月には千八百件と増えている。なんとかいまのうちに宅地に
し，少しでも“市街化”している実績をつくり，指定を有利にしようという算段だ。この動き
に拍車をかけているのが不動産屋の活躍。「いまのうちに手放さないと売れなくなりますよ」
と，あちこちで買いまくっているともいわれている。事実，たとえば八王子農業委員会に出さ
れる農地転用の申請をみると，ことし初めは月百件台であっものが，六月ごろからは三百件以
上にも増えている。（朝日新聞1969／9／7朝刊）
　上の記事にあるように，業者は土地をできるだけ安く買い叩こうと農家に農地転用をあおり，農
家は不動産価値の下落を危惧して農地転用を急いだ。1970年に富士見市は市の全域を都市計画区
域とし，行政区域1，953haのうち774　haを市街化区域に，1，179　haを市街化調整区域に線引きし
た。関沢地区は第二種住居専用地域（容積率200％，建蔽率60％）に指定され，現在では用途地域
名が変更され第一種中高層住居専用地域となっている。関沢地区では上記の新聞記事が指摘するよ
うな線引きによる売り急ぎ，買い急ぎがあったかどうかは定かではないものの，線引きに対する憂
慮が，農地転用と宅地化を加速させる要因となったことは十分考えられる。
　都市計画法の2つ目の影響は線引きによって市街化区域に指定された農地の宅地並みの課税の
問題である。富士見市では1970年に線引きが行われ，関沢地区は市街化区域に指定された。よっ
てこのことが関沢地区の農地転用に大きく影響したと考えられる。
　都市計画法の3つ目の影響として，市街化区域内の農地転用が容易になったことがあげられ
る。都市計画法改正以前は，農地転用は許可制であった。ところが，市街化区域の宅地化を促進す
るため都市計画法改正後に届出制㈹となり，農地法による転用規制が大幅に緩められた（新井，
1978）。
　宅地開発を促す全国的な動きの中で，ローカルな内発的要因も関沢地区における宅地開発に拍車
をかけた。その一つが東武東上線みずほ台駅の新設による関沢地区南部の宅地開発への影響であ
る。関沢地区の南側に位置する現在のみずほ台地区は，土地区画整理が進んだことで1971年事業
認可され，1979年までに87．4haが市街地化された。それと同時にみずほ台駅も1977年に新設され
た（富士見市教育委員会，1995）。みずほ台駅新設に関して関沢地区の農家や開発業者がどのよう
㈹富士見市では都市計画法改正以後も1，000m2以上，または問題があるとされる農地転用については，従来通
　り農業委員会の総会によって審議された（富士見市産業課，1984）。
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な動きをみせたか詳細は不明であるが，新駅の設置を当て込んで関沢地区南部の開発が促進された
ことは想像に難くない。
　第二に都市化に伴う農業やその組織の衰退があげられる。富士見市の資料によると，市内の農地
は1969年から1973年までの5年間に全農地約1，200haのうち123　haが転用され，うち約46％が宅
地への転用であった。また1971年から実施されたコメの減反政策は農家の営農意欲を大きく損な
い，農家や農業委員会などの土地供給主体に農地転用の動きを加速させるきっかけになったと考え
ることができる。
　以上のように1969－74年までの関沢地区の宅地化は，マクロな要因として住宅需要の増大や開発
ブーム，地価の上昇，都市計画法の施行が考えられるが，富士見市固有の要因としては，行政の進
める土地区画整理事業と新駅の設置，それに加えて農業の衰退が背景にあると考えられる。
　（3）収束期（1974年以降）
　1964－74年までの10年間，関沢地区には市街化と人口増加の波が押し寄せ，荒地や農地は次々に
ミニ開発されていった。ところが1974年以降，関沢地区ではバブル期を除いて宅地開発は下火と
なった（図8）。特に1974－79年までの5年間は，それまでの開発ラッシュが嘘のように変化がみ
られなくなっている。その全国的な動きの一つ目に1973年のオイルショックによる一時的な地価
の値下がりと，インフレに伴う住宅需要の落ち込みがある。二つ目にそれまで高嶺の花だったマン
ションが一般的な世帯でも購入可能になったことで郊外の乱開発に一定の歯止めがかかったとも考
えられる。図9は首都圏のマンショソ価格と建売戸建住宅の平均価格の推移を示したものである
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図9　首都圏のマンション・建売住宅の平均価格と建売住宅
　　に対するマンションの分譲価格の割合の推移
資料：建設省住宅局（1986）
注1：マンショソ（東京，神奈川，千葉，埼玉）
注2：建売（東京，神奈川，千葉，埼玉，茨城南部）
注3：年収は総務庁の「貯蓄動向調査」による
　　京浜地区の労働者世帯年収の平均
注4：平均価格は不動産研究所による
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が，年を追うごとに建売住宅に比べマンショソが割安になっていることがわかる。
　また，1970年以降，ミニ開発の阻止や過重な財政負担の軽減，良好な住環境の整備を念頭に置
いた宅地開発指導要綱が富士見市でも1973年に「宅地開発に関する指導要項」として制定された
（地域政策研究会，1983）。富士見市の指導要綱は500m2以上の開発行為に対して事前協議が必要
とされ，1区画の最低敷地規模は100m2と決められた。また1，000　m2以上の開発に対しては公園
のための土地提供，上下水道の開発者負担等も付記された。これら厳しい要綱は安さを売りにして
いたミニ開発の実質的な締め出しに当たり，経済基盤の弱い中小不動産や建設業者からミニ開発建
設の余地を断ち切った。
　さらに，都市計画法と指導要綱の成立に追随する形で1974年に国土利用計画法と生産緑地法が
制定された。国土利用計画法では，市街化区域において行われる2，000m2以上の開発行為に届け
出と取引価格の指導を受けることを義務づけている。そのため農家や地主は土地を2，000m2以上
売ることに二の足を踏み，大規模な宅地供給が抑えられたと考えられる。一方，市街化区域化され
た関沢地区の農地は宅地並みの固定資産税が課せられることとなったが，生産緑地法の制定によっ
て宅地並みの課税は免除された。その結果，農家は容易に土地を塩漬けすることが出来るようにな
り，ミニ開発の収束に少なからず影響したと考えられる。
　その後，1984年までは大きな変化は見られないが，1984年以降，再び変化が生じる。第一は集
合住宅の増加である。住宅地図を用いた分析から，1984－95年にかけては集合住宅の多くは要綱に
触れない小規模のものが多く，農地を集合住宅に転用するケースと，数戸の戸建住宅をつぶして共
同住宅にするケース，駐車場を共同住宅にするケースが確認できた。ところが1995－2006年にかけ
ては，農地を転用して30戸から50戸前後の比較的大きいファミリー向けマンションの建設が北部
を中心にみられ，このことが若年ファミリー層の流入の一因だと推測できる。
　第二は3階建て住宅化が活発に行われていることである（勝又，2000a・b）。勝又は1960年代後
半に建設された関沢地区西部および隣接する三芳町藤久保地区のミニ開発住宅地を事例に，当該地
区の3階建て住宅増加の理由として，1980年代からの3階建ての相次ぐ規制緩和，当該地区の容
積率が200％で高さ制限がないこと，敷地面積が50m2前後で増床のために3階建てが望まれてい
ることを指摘している。
　以上，本節では高度経済成長期以降の土地利用変化をみてきたが，ミニ開発に歯止めをかけるき
っかけとなったのは，オイルショックや国土利用計画法，生産緑地法の制定が考えられるほか，開
発指導要綱の制定があげられる。ところが，1984年以降の集合住宅の増加や3階建て住宅の増加
は関沢地区に新たな持続可能性を与えている。とはいえ，勝又（2000a，　b）が述べているように，
当地域ステヅプアップ初期の若年世帯向けの住宅地から，ライフステージ後半の縮小期世帯向けの
住宅地と変容しようとしているのかもしれない。
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5．　おわりに
　本稿では1970年前後に広がった郊外ミニ開発地域の住民特性と形成要因について予察的考察を
試みてきたが，今後の研究に向けて，以下の点を仮説として提示する。
　2003年の住宅土地統計調査報告によると一般的なミニ開発の基準である敷地面積100m2以下の
戸建住宅数は東京大都市圏の20－30・km圏に限っても約55万戸存在する。今日では住宅の取得形態
が多様化し，郊外の一戸建て住宅が決して目標ではなくなっているし，住宅の一次取得はマンショ
ンが多くなっている。そのためミニ開発は，持家の一次取得者向け住宅としてその存在意義は低下
しているものと思われる。とはいえ典型的なミニ開発住宅地である関沢地区をみる限り，住宅の3
階建て化が進んでいることや，ファミリー向けのマンションの建設など郊外住宅地で懸念されてい
る極端な高齢化や住宅地の衰退は当面ないと考えられる。今後は，ミニ開発地域の世代間の新陳代
謝がおこなわれていることを裏付けるために相続や建替え，住替えなどの有無を詳細な現地調査に
よって明らかにしたい。また，ミニ開発住宅地の住民の特性として，学歴や大規模住宅団地に比べ
て低く，職業も現業職が多い。そのため，一般的な郊外住民像である大規模住宅団地の住民とは，
社会階層や資産，老後の生活設計などの面で何らかの違いがみられると仮定でき，これも同様に詳
細な現地調査が必須である。
　一方，ミニ開発住宅地の形成要因では，本稿で考察したように開発に関わる各主体の思惑や意思
決定に着目することが重要となる。本稿では関沢地区のミニ開発地域形成には，全国的な社会や経
済の動きに加えて，土地供給主体としての「農家（地主）」，開発主体としての「開発業者」，推進
や規制を行う主体としての「行政」，ミニ開発を需要する主体としての「住民」の各主体が何らか
のかたちで関わっていることが推測できた。今後は，上記の4つの主体がどのように関わってミ
ニ開発住宅地が形成されていき，現在までどのように変容していったのかを明らかにしたい。
　上記のように，本稿ではこれらの関係を限られた資料や統計の中から仮説として提示するにとど
まっている。また，宅地開発で重要となる住宅供給側の動向や戸建住宅の相続や住替え状況につい
ては十分に仮説を提示できなかった。とはいえ，提示した仮説や課題は，今後筆者が詳細な現地調
査を行う上で大きな道標となるだろう。
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